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スピンオフ準備、兄弟会社の合併も適格
スピンオフ税制の拡充、現金出資法人への吸収分割と2パターンが対象

　平成30年度税制改正では、スピンオフ
の実施を円滑にするため、スピンオフの
「準備」として行うグループ内再編を幅広
く適格とする改正が実施される（平成30年
度税制改正大綱（財務省版）59頁下部（2）①）。
　平成29年度税制改正で導入されたスピ
ンオフ税制には、「分割型分割型」と「株
式分配型」があるが、平成30年度税制改
正で見直されるのはこのうち株式分配型ス
ピンオフの方である。現行法人税法上、単
独新設分社型分割等の後に、分割承継法人
等を完全子法人とする適格株式分配を行う
ことが見込まれている場合、親法人と分割

承継法人等との完全支配関係継続要件につ
いては、単独新設分社型分割等の時から適
格株式分配の直前まで完全支配関係が継続
することが見込まれていれば足りるとされ
ている（法令4の3⑥一ハ、法令4の3⑬一
ロ）。これに加え平成30年度税制改正で
は、例えば親法人が“受皿会社”となる完
全子法人を現金出資により設立し、事業に
必要な免許や許認可を受皿会社に先行取得
させた上で、そこに親法人の事業を吸収分
割により移管（その後当該子法人の株式全
部を親法人の株主に現物分配）するケース
も適格とされることは既報のとおりだ（723
号4頁参照）。
　このほか、下図のように「兄弟会社」を
合併するケースも想定されていることが本
誌取材により確認されている。グループ内
に業績の悪い企業を抱える場合におけるコ
ングロマリット・ディスカウント解消など
に利用されるケースもありそうだ。

税 務

平成30年度税制改正で実施される
株式分配型のスピンオフの準備と
して行うグループ内再編を税制適
格とする旨の改正では、兄弟会社
を合併するケースも想定。現金出
資法人への吸収分割と2パターンが
対象に。

前事業年度開始の日以後6か月の期間

条件に合致しない場合において、課税売上割合より
も更に合理的な割合を適用することがその事業者に
とって事業内容等の実態を反映したものとなる場合

前事業年度が下記の「短期事業年度」に該当する場合
・前事業年度が7か月以下の場合
・前事業年度が7か月を超える場合で6か月の期間
の末日の翌日から前事業年度の終了日までの期間
が2か月未満の場合

前々事業年度開始の日以後6か月の期間（前々事業年
度が6か月以下の場合にはその前々事
業年度）

承認を受けた割合
により計算

承認申請

合理的な場合＝承認の通知納
税
者

特　

定　

期　

間

税
務
署
長承認申請

合理的でない場合＝却下の通知
又は

審査のための追加資料の要求

月末決算法人で、6か月の
期間の末日が月末でない
場合には、直前月末日まで
の期間（5の〔図表4〕を参
照）

月の中途が決算日の法人
で、6か月の期間の末日が
事業年度の終了応当日で
ない場合には、直前の事業
年度の終了応当日までの
期間（6の〔図表5〕を参照）

【図表3】

No

Yes

・前々事業年度がない場合（7の〔図表6〕の第2期のケース）
・前々事業年度が基準期間となる場合
・前々事業年度が6か月を超える場合で、6か月の期間の末日の翌日から前事業年度
の終了日までの期間が2か月未満の場合

・前々事業年度が6か月以下の場合で前事業年度が2か月未満の場合

適　　用　　除　　外

決算期変更② 【図1】相続があった年の判定

当年基準期間相
続
人 免

税
事
業
者

課
税
事
業
者

1/1 12/31
課税売上高
≦1,000万円

死亡

基準期間被
相
続
人1/1 12/31 1/1

課税売上高
＞1,000万円

【図2】相続のあった年の翌年の判定

当年基準期間相
続
人1/1 12/31

課税売上高
＝800万円

死亡

基準期間被
相
続
人1/1 12/31

課税売上高
＝900万円

800万円＋900万円＝1,700万円＞1,000万円
∴納税義務あり

【図3】相続のあった年の翌々年の判定

当年基準期間相
続
人1/1 12/31

死亡
基準期間被

相
続
人課税売上高
＝500万円

800万円＋500万円＝1,300万円＞1,000万円
∴納税義務あり

課税売上高
＝800万円
課税売上高
＝800万円

設立
7/1 12/31 12/31 12/31 12/31

簡易課税
制度選択
届出書を
提出

【図3】具体例3

具体例1

具体例2

具体例3

1/1 12/317/1

5/20
届出事業承継

10/1

5/10
死亡

4/1
みなし課税期間

相続人

被相続人

簡易課税（2年6ヶ月）
原則課税

免税1/1 1/1 1/1 1/1 12/31

課税事業者（原則課税）

1/1 5/31 7/31 12/31

申請期限

1/11/1 1/1 1/1 1/1 12/31

「課税事業者選択不
適用届出書」の提出

なかったもの
とみなす

免税

「課税事業者選択
届出書」を提出

調整対象固定資産
を取得

本来の
拘束期間
改正法による拘束期間

① ② ③

課税

1/15/1 1/1 12/31

「簡易課税制度選
択届出書」の提出

なかったもの
とみなす

調整対象
固定資産
を取得

資本金1,000万円で法人を設立

基準期間のない
事業年度（本来
の拘束期間）

1/15/1 1/1 12/31

「簡易課税制度選択届出書」の提出
調整対象固定資産を取得

資本金1,000万円で法人を設立

基準期間のない
事業年度（拘束期間）

簡易課税（強制適用）

大規模事業者等（※）
50％超出資

新設

①の課税売上高で判定

課税

新規設立法人の基準期間に相当する期間に
おける大規模事業者等の課税売上高が5億円
を超えること
（※）大規模事業者等には、50％超の出資を有する個人
又は法人の実質100％出資法人が含まれる。

1年

実質100％出資

50％超出資

他の者（個人又は法人）
特殊
関係
法人

新設

解散

課税 課税

① ②
課税売上高＞5億円

課税
（1年）

実質100％出資

50％超出資

特殊
関係
法人

解散

課税

② ③①新設
課税売上高＞5億円

他の者（個人又は法人）

調整対象
固定資産
を取得

課税売上割合が
著しく変動した
か否かの判定
→税額調整

7/1
新設 1/1 1/1 1/1 1/1 12/31

課税事業者（原則課税）

調整対象固定資産
を取得

簡易課税の
取り止め

災害がやんだ日

課税売上割合が著しく
変動したか否かの判定
→税額調整

x1年
2/28
x2年

1/1

2/1

12/31

申請期限
（確定申告期限）

簡易課税の取り止め
災害がやんだ日

x1年
2/28
x2年

【図1】

簡易課税 簡易課税 簡易課税 簡易課税

課税事業者 免税事業者 課税事業者

簡易課税
制度選択
届出書を
提出

課税売上高
800万円

課税売上高
900万円

課税売上高
1,100万円

課税売上高
1,200万円

簡易課税制度選択不適用
届出書の提出は必要ない

簡易課税制度選択届出書
の提出は必要ない　

【図3】

簡易課税 簡易課税 原則課税原則課税原則課税

税込経理方式
（免税事業者）

税抜経理方式
（課税事業者）

免税事業者 課税事業者
確定申告により
消費税の還付 簡易課税制度選択届出書

の提出は必要ない　

【図2】

課税売上高
4,000万円

課税売上高
6,000万円

課税売上高
4,000万円

簡易課税 簡易課税原則課税

簡易課税制度選
択届出書を提出

簡易課税制度選
択不適用届出書
を提出

※この期間で簡
易課税制度選
択不適用届出
書を提出する
ことはできない

【図4】年の中途からの経理処理の変更

みなし課税期間

1/1 7/15/10届出
効力発生時期

10/1 12/31

※この期
間で簡易
課税制度
選択不適
用届出書
を提出す
ることは
できない

課税事業
者選択届
出書を提
出

簡易課税
制度選択
不適用届
出書を提
出

7/1
新設 1/1 1/1 1/1 12/31

課税事業者（原則課税）

調整対象固定資産
を取得

課税売上割合が著しく変動し
たか否かの判定→税額調整

課税売上割合が著しく
変動したか否かの判定
→税額調整

第1種事業に該当するか 第1種事業

【図表3】改正法による事業区分の判定順序

No

Yes

第2種事業に該当するか 第2種事業

No

Yes

第3種事業に該当するか 第3種事業

No

Yes

第5種事業に該当するか 第5種事業

No

Yes

No
第6種事業に該当するか 第6種事業

Yes

第4種事業

デパート

テナント

支払

A国

B国

販売、サービス提供
等の経済活動

販売

9,000円支払

販売商品の引渡し

10,000円支払
消費者

B国にはPEを有
せず販売、サー
ビス提供が可能

承認申請

合理的な場合＝承認の通知納
税
者

税
務
署
長承認申請

合理的でない場合＝却下の通知
又は

審査のための追加資料の要求

譲 

渡 

対 

価

課　税

不課税

非課税

不課税

建　

物

土　

地

店舗部分

自宅部分

店舗部分

自宅部分

【図1】税込経理方式と税抜経理方式

処
理
方
法

課税取引について、すべて消費税等込みの金額で記帳
する方法

【図2】納付税額の処理方法

税込方式
翌期の申告の時点で租税公課として費用計上する

決算において未払費用として租税公課に計上する

仮受消費税等a/cと仮払消費税等a/cの残高を消却し、納付消費税等を未払費用と
して計上する。貸借の差額については、雑損失a/c、雑収入a/cにより処理をする。

処
理
方
法

税抜方式

原則

特例

【図3】還付税額の処理方法

翌期に還付金が振り込まれた時点で雑収入として収益計上する

決算において未収入金として雑収入に収益計上する

仮受消費税等a/cと仮払消費税等a/cの残高を消却し、還付消費税等を未収入金と
して計上する。貸借の差額については、雑損失a/c、雑収入a/cにより処理をする。

原則

特例
税込方式

税抜方式

経
理
方
法

【図2】外国銀行への預金利息

（税抜課税売上高+仮受消費税等）×

課税標準額×6.3%
　　　　　  =課税標準額に対する消費税額

=課税標準額（千円未満切捨）

100
108

日　

本 ア
メ
リ
カ

預金

利息

 譲渡（国外取引）輸入（引取課税）

【図1】輸出入取引の関係

日　

本

ア
メ
リ
カ

譲渡
（国内取引＝輸出免税） 輸入

 譲渡
（国外取引）

輸入（引取課税）

ア
メ
リ
カ

譲渡
（国内取引＝輸出免税） 輸入

 譲渡
（国外取引）

輸入（引取課税）

テナント
販売

9,000円支払

販売商品の引渡し

10,000円支払

非居住者

貸
付
け
の
効
果

当社 外国銀行
課税資産の輸出
取引等とみなす

国内 国外

【図1】非居住者に対する貸付金利子の取扱い

金銭の貸付け

利息の収受
非居住者

貸
付
け
の
効
果当社

課税資産の輸出
取引等とみなす

国内 国外

【図3】外国銀行の日本支店への預金利息

預金

利息
当社 外国銀行外国銀行の

日本支店

非課税売上高
（みなし輸出取引とはならない）

国内 国外

利息

外国銀行

送金

利息

<日　　本>

日　　本

キャピタルゲイン非課税国

キャピタルゲイン非課税国

甲

A社株式

売却

⇒ 日本でも出国先の国でもキャピタルゲインに対して課税されない。

甲（A社創業者）

【当社】
発行会社ＩＤＯＭ

A社株式 国 外 転 出

含み益

キャピタルゲイン
非課税

送金預金 利息

国外支店

国外取引
（課税売上
割合の計
算に関係
させない）

恒久的施設を通じて行う
事業に係る負債の利子の額＝

損金不算入額
恒久的施設帰属
資本相当額

恒久的施設に係る
自己資本の額

恒久的施設に帰せられる有利子負債
の帳簿価額の平均残高

×

【算式④】

恒久的施設帰属資本相当額

恒久的施設帰属資産の額について、
発生し得る危険を勘案して計算した金額
外国銀行等の総資産の額について、
発生し得る危険を勘案して計算した金額

＝　規制上の自己資本の額

×

－

規制上の自己資本の額に係る
負債につき外国銀行等が支払
う負債の利子の額

＝

損金不算入額
規制資本配賦法又はリスク資産規制資本比率比準法
により計算した恒久的市悦帰属資本相当額

規制上の自己資本の額
×

【算式⑤】

デパート

テナント

支払B国

販売

9,000円支払

販売商品の引渡し

10,000円支払

消費者

請求人ら（委託者）

H社（譲受人兼受益者）

信託契約

受益権の売買

F社（受託者）

B国にはPEを有
せず販売、サー
ビス提供が可能

承認申請

合理的な場合＝承認の通知納
税
者

税
務
署
長承認申請

合理的でない場合＝却下の通知
又は

審査のための追加資料の要求

譲 

渡 

対 

価

課　税

不課税

非課税

不課税

建　

物

土　

地

店舗部分

自宅部分

店舗部分

自宅部分

【受託者】
信託銀行等

【委託者】
オーナー

発行会社

【受益者】
役職員

②割当時の払込
①
信
託
契
約
の
締
結

②新株予約権の
　割当て

③インセン
ティブパ
ッケージ・
ポイント
の割当て

※貢献度に応じて付与される、本新株予約権を交付する際の個数
の基準となるもの

出典：（株）IDOM（東証一部）のリリースを元に作成

④新株予約
権の交付

【図】対OECD非加盟国の繰越件数

※

合名会社
（滞納者）

【委託者】
オーナー

発行会社

【受益者】
役職員

H27
2015

H28
2016

②割当時の払込

滞
納
国
税

②新株予約権の
　割当て

会社法に基づく
連帯責任

第二次納税義務
を追求できる

※貢献度に応じて付与される、本新株予約権を交付する際の個数
の基準となるもの

④新株予約
権の交付

【図】取引の概要

【図】財産債務調書の提出件数及び記載された
　　  財産総額

※

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

■移転価格課税その他
■事前確認

社員

税務署長

士業法人
（滞納者）

滞
納
国
税

士業法に基づく
連帯責任

士業法人に対し無限
責任を負っている社
員に第二次納税義
務を追及できない

社員に納付を求
めることができる

社員

税務署長

【現行】

【見直し案】

合名・合資会社 士業法人

請求人ら（委託者）
H社（譲受人兼受益者）

同一の者
（P社）

受益権の売買

分割法人
（S１社）

分割承継法人
（S2社）

10%
控除

22%
控除

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

700000

800000

900000

0

10,000

30,000

50,000

70,000

90,000
（件） （億円）

年分

754,411
793,536

0

100,000

300,000

500,000

700,000

900,000

74,802 73,360

提出件数 財産総額

■提出件数  　　財産総額

（注）各年分の提出件数・財産総額については、それぞれ翌年
の6月末までに提出されたものを集計したものである。

【図】 株主乙

P社

A社 B社

A社とB社
が合併

P社が同社
の株主に
AB社株式を
現物分配

100%
100%

100%

A社

株主甲

a事業

株主乙

P社

AB社

100%

株主甲 株主乙

P社 AB社

株主甲

P社が同社
の 株 主 に
AB社株式
を現物分配

テキストボックス
◉週刊T&Amaster   　商品概要     https://www.sn-hoki.co.jp/shop/product/book/detail_2531.html
☎0120-6021-86 　　 見本誌請求  http://www.lotus21.co.jp/mihonsi.html
　　　　　　　　　 立ち読みコーナー　http://www.lotus21.co.jp/ta

http://www.lotus21.co.jp/mihonsi.html
https://www.sn-hoki.co.jp/shop/product/book/detail_2531.html
http://www.lotus21.co.jp/ta
テキストボックス
最新号を含む見本誌を無料で進呈しております。下記よりご請求下さい

http://www.lotus21.co.jp/mihonsi.html

	見本誌請求ページへ: 


